
2023年版 網走市と民間との協働に関する取組み状況

１．概要

【表１】部局別取組数 【グラフ１】部局別取組数

（　）は協定数 単位：件

部局名 R4 R3 R2 前年度比

80 78 73 2
（64） （61） （57） 3

65 65 66 0
（16） （16） （16） 0

38 35 35 3
（12） （9） （8） 3

6 6 8 0
（1） （1） （1） 0

観光商工部 16 16 17 0

5 5 5 0
（2） （2） （2） 0

12 11 12 1
（2） （2） （2） 0

社会教育部 40 32 28 8

7 7 4 0
（5） （5） （2） 0

外局等 0 0 1 0

合計 269 255 249 14

２．相手方別の取組み

　　※ 相手方が複数の種別にまたがる場合は「その他」に分類している。

【表２】相手方別取組数 【グラフ２】令和4年度相手方別割合

（　）は協定数 単位：件

相手方の種別 R4 R3 R2 前年度比

63 57 52 6
(53) (48) (42) 5

14 12 13 2
(8) (7) (7) 1

1 1 1 0
(1) (1) (1) 0

10 10 10 0
(5) (5) (5) 0

商工経済関係団体 10 10 10 0

8 8 8 0
(2) (2) (2) 0

74 70 67 4
(3) (3) (3) 0

ＮＰＯ法人 4 4 4 0

85 83 84 2
(30) (30) (28) 0

合計 269 255 249 14
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　相手方については「企業」が63件と、対前年比6件増であった。「企業」とは包括的連携に関する協
定や災害時の協力体制に関する協定を12件締結しており、近年増加傾向にある。

　市全体では、事業数・協定数の合計が268件で、前年比13件の増となった。新型コロナウイルス感染
症への対策を行いながら、取り組みが再開された事業が多く、協定数も増加傾向にあるため、協働の
浸透が伺える結果となった。
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３．形態

　　※ 複数項目に跨る事業が多数あり、取組件数と同数にはならない。

【表３】全市の形態別取組数 【グラフ３】令和3年度形態別割合

（　）は協定数 単位：件

項目 R4 R3 R2 前年度比

共催 19 18 21 1

154 133 128 21
(102) (88) (82) 6

実行委員会・協議会 42 36 41 6

委託 51 50 51 1

補助・助成金 47 44 50 3

合計 313 281 291 32

【表４】部局別・形態別取組数

項　目 企画総務部 市民環境部 健康福祉部 農林水産部 観光商工部 建設港湾部 学校教育部 社会教育部 水道部 外局等

共催 3 3 1 0 2 0 2 8 0 0

事業協力・協定 67 33 16 4 6 4 6 13 5 0

実行委員会・協議会 7 6 1 2 11 1 3 11 0 0

委託 2 16 14 0 8 0 1 8 2 0

補助・助成金 5 10 6 0 9 1 0 16 0 0

合計 84 68 38 6 36 6 12 56 7 0

【グラフ４】部局別・形態別取組割合

　「事業協力及び協定」は変わらず増加傾向で、対前年比32件増、形態別割合で見ると49.2％とおよ
そ全体の半分を占める。
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４．主な協定締結状況

(一社)網走医師会 生活協同組合コープさっぽろ 網走市測量設計技術協会

網走建設クラブ (一社)北見歯科医師会 北海道電気保安協会

北見地方石油業協同組合 網走市内郵便局 (一社)北見地区トラック協会

㈱網走ハイヤー ㈱セブン・イレブンジャパン (公社)日本下水道管路管理業組合

北海道コカ・コーラボトリング㈱ (一社)全国上下水道コンサルタント協会北海道支部

北海道エルピーガス災害対策協議会 (公財）北海道柔道整復師会北見ブロック

網走ライオンズクラブ 網走バス㈱ ㈱道東アークス 北雄ラッキー㈱

合同容器㈱ ヤフー㈱ 網走社会福祉協議会 網走青年会議所

㈱ＬＩＡ 北海道建設機械レンタル協会北見地区部会

北海道電力株式会社 北海道電力ネットワーク株式会社 ほか

〇協定避難施設

㈲網走原生牧場観光センター やすらぎの宿Ｂ＆Ｂあばしり 平和区会

㈱ベルコ網走ベルコ会館 第31営農集団利用組合

ブリーズベイオペレーション６号㈱天都の郷ホテル本陣網走湖 土屋工業㈱

環境省北海道地方環境事務所 ㈱三光 ㈱網走北天の丘

北海道ホテル旅館生活衛生同業組合網走市部 網走ホテル旅館組合

○福祉協定避難施設

(社福) 網走福祉協会 (社福) 愛育会 （医福）明生会 (社福) 緑明会

㈲ケアサポートますむら ㈲ライジング ㈱ニチイ学館 ㈲ケアサポートほっこう

㈲オホーツクケア 丸田技建㈱ (社福)網走桂福祉会 北海道網走養護学校

○公共土木施設・建築物における災害時の協力体制に関する実施協定

（H19 網走建設クラブ、網走市測量設計技術協会と協定締結）

〇災害時における災害廃棄物等の協力に関する協定

網走市廃棄物処理協同組合 シティ環境㈱ ㈲道環 道東環境整備興発㈱

(公社)北海道産業資源循環協会

災害時の協力体制に関する協定

○町内会への加入促進に関する協定

網走市町内会連合会、(公社)北海道宅地建物取引業協会北見支部

○網走市町内会連合会と網走市の連携基本協定

網走市町内会連合会

○網走市レジ袋等削減に関する協定

北雄ラッキー㈱ 生活協同組合コープさっぽろ ㈱篠原商店 ㈱ＷＥＳＴ

網走中央商店街振興組合 網走市職員厚生会 網走消費者協会

○ドライブレコーダーの記録データ提供等に関する協定

シティ環境㈱ ㈲道環 網走市廃棄物処理協同組合 網走警察署

○コンビニエンスストアへの自動体外式除細動器設置に係る基本協定

㈱セブン-イレブン・ジャパン ㈱ローソン

○独居高齢者見守りに関する協定

北見ヤクルト販売㈱ 市内新聞等販売店5社 明治安田生命保険相互会社釧路支社

㈱セブン-イレブン・ジャパン 第一生命㈱帯広支社

○その他

網走信用金庫 ㈱北洋銀行 ㈱モンベル 市内郵便局 大塚製薬㈱

生活協同組合コープさっぽろ ヤマト運輸㈱ など

民間との連携協定

○東京農業大学との連携協力に関する協定 H19.4 締結

○北大公共政策大学院との包括連携協定 H23.7 締結

○関西学院大学人間福祉学部との連携協力に関する協定 H23.12 締結

○北海道大学低温科学研究所との相互協力に関する協定 H25.4 締結

○北海道科学大学との連携協力に関する協定 H26.8 締結

○日本体育大学との体育・スポーツ振興に関する協定書 H27.3 締結

大学との連携協定


